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1990 ～ 2000 年）が進めた市場経済化改革路線を
維持し，ときにこれを推し進めた。
アレハンドロ・トレド大統領（Alejandro Toledo，












前の 2006 年 4 月に調印にこぎつけた。











貿易自由化ではさらに，2008 年 8 月にリマ
で開催したアジア太平洋経済協力（APEC: Asia-
Pacific Economic Cooperation） 首 脳 会 議 の 際 に
TPP への参加を表明し，2010 年 3 月から交渉に








ウマラ政権（2011 ～ 2016 年）は大統領選挙キャ
ンペーンで，当初はフジモリ政権以降続いてきた



































状況 相手国 調印日 発効日
発効済み 米国 2006 年 4 月 12 日 2009 年 2 月 1 日
チリ 2006 年 8 月 22 日 2009 年 3 月 1 日
シンガポール 2008 年 5 月 29 日 2009 年 8 月 1 日
カナダ 2008 年 5 月 29 日 2009 年 8 月 1 日
中国 2009 年 4 月 28 日 2010 年 3 月 1 日
スイス（EFTA） 2010 年 7 月 14 日 2011 年 7 月 1 日
リヒテンシュタイン（EFTA） 2010 年 7 月 14 日 2011 年 7 月 1 日
韓国 2011 年 3 月 21 日 2011 年 8 月 1 日
アイスランド 2010 年 7 月 14 日 2011 年 10月1 日
タイ 2003 年～2010 年 2011年12月31日
メキシコ 2011 年 4 月 6 日 2012 年 2 月 1 日
日本 2011 年 5 月 31 日 2012 年 3 月 1 日
パナマ 2011 年 5 月 25 日 2012 年 5 月 1 日
ノルウェー（EFTA） 2010 年 7 月 14 日 2012 年 7 月 1 日
欧州連合（EU） 2010 年 2 月 28 日 2013 年 3 月 1 日
コスタリカ 2011 年 5 月 26 日 2013 年 6 月 1 日
ベネズエラ 2012 年 1 月 7 日 2013 年 8 月 1 日
調印済み グアテマラ 2011 年 12 月 6 日



























































































































年代のペルーでは 10 人の経済担当大臣のうち 9
人が与党の党員であった。しかし市場経済化改革
が始まった 1990 年代には，6 人の大臣のうち党


























的財産権保護庁（INDECOPI: Instituto Nacional de 
Defensa de la Competencia y de la Protección de la 
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ま た， 以 前 は 産 業・ 観 光・ 貿 易 交 渉 省
（Ministerio de Industria, Turismo y Negociaciones 
Comerciales）が外国との貿易交渉を担当してい
たが，ここから国内の産業育成を担当する部門



















示したが，1990 年代後半から 2000 年代初めまで
は GDP 成長率は大きく変動し，失業率は 7 ～ 8％
と横ばいで推移していた。しかし 2002 年以降は，
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データをもとにした計算では，1997 年の 0.522 か
ら 2010 年には 0.452 へと減少している。とくに，

















































ジニ係数 家計調査 指標で推計 家計調査 指標で推計
1997 0.522 0.698 0.448 0.564
2001 0.517 0.725 0.437 0.649
2006 0.491 0.697 0.418 0.607
2010 0.452 0.624 0.376 0.540
ジニ係数の変化
1997 年～2001 年 －0.005 0.027 －0.011 0.085
2001 年～2006 年 －0.026 －0.028 －0.019 －0.042
2006 年～2010 年 －0.039 －0.073 －0.042 －0.067
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図3　貧困率の推移
















10 年間で平均 8.8 時間から 4.4 時間へと約半分に
短縮された。また，農村部住民の収入の年平均増
加率は，1900 年から 1994 年までは平均 1.4％だっ






















合，（2）所得水準が 1 人当たり 1 日 10 米ドル以上，





得）～ E（低所得）の 5 段階のうち，B と C を合
わせた層の割合，（4）ペルーで貧困線として用い






づく中間層の割合は，2005 年は約 12％～ 44％で





～ 51％から，2011 年には約 70％～ 78％にまで増
加している。
この研究は，2005 年から 2011 年の所得階層別
の所得増加率についても分析している。これによ
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で示すのは 2 つの問いに対する回答である。1 つ
めは自らの経済状況に対する認識，2 つめは自ら
の収入に対する評価である。まず経済状況につい













中間層 ％ 新興層 ％ 中間層＋新興層


















れる B と C の層










24.8 21.2 50.7 70.1
（出所） Jaramillo y Zambrano［2013］の Tabla No. 1 と Gráfica 1 から筆者作成。




（注 2） ペルー市場調査企業協会（APEIM）による分類。富裕層 A から貧困層 E まで 5 段階に分かれる。
?









（出所） Jaramillo y Zambrano［2013］Gráfica No.2.
図4　所得増加率（2005〜2011年）
（％）




ち 3 つについては 2003 年以降のデータしかない


















































































すると，係争中の社会紛争の数は 2007 年末の 20
件程度から 2009 年半ばには 200 件以上へと，ガ
ルシア政権の途中で急激に増え，ウマラ政権に



























左派 中道左派 中道 中道右派





一次投票 25.8 36.5 24.3
決選投票 46.9 53.1
2006 年
一次投票 30.6 24.3 23.8
決選投票 47.4 52.6
2011 年
一次投票 31.7 15.6 23.6 18.5
決選投票 51.4 48.6
（出所） 全国選挙管理委員会（ONPE）ウェブサイト （http://www.web.onpe.gob.pe/）のデータを用いて筆者作成。


































曲線で，Yamada, et al.［2012: 24］に収入と支出の
ローレンツ曲線が示されている。
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